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1．はじめに

　非電化区間を走行する電気式ディーゼル車両やハイブ
リッド車両では，エンジンに直結した発電機を用いた直
流発電システムが使用されている。電気式ディーゼル機
関車等ではブラシレス同期機と全波整流器を用いたシス
テム1）が使用されてきたが，ハイブリッド車両では
PWMコンバータ制御された誘導機や永久磁石同期機を
用いたシステム2）3）4）が採用されることが多い。
　現在実用化されている永久磁石同期機を用いた発電シ
ステムは PWMコンバータ制御方式であるが，永久磁石
同期機はブラシレス同期機と同じように回転子で磁界を
発生させることができるため，全波整流器と組み合わせ
ることができる。
　一般に，永久磁石同期機は誘導機よりも高効率である。
また，全波整流器は PWMコンバータよりもシンプルで
あり（PWMコンバータには全波整流器が含まれる），
小形軽量で低コストである。そのため，永久磁石同期機
と全波整流器を組み合わせた発電システムは，高効率で
小形軽量なものになると期待できる。
　しかし，単純に全波整流器と組み合わせた場合には，
PWMコンバータ制御の場合に比べて，発電可能な電力
が小さくなる。その原因は，全波整流器では交流側の電
圧と電流の位相が概ね同じであり，実質的に力率 100%
で動作することにある。そこで，永久磁石同期機と全波
整流器の間にコンデンサ（以降，移相コンデンサと呼ぶ）
を挿入することで，永久磁石同期機の動作力率を変化さ

せた直流発電システム（図 1）を考案し，シミュレーショ
ンにより基本的な動作の確認を行ってきた。本発電シス
テムでは，永久磁石同期機のインダクタンスと移相コン
デンサが直列共振回路を構成するように移相コンデンサ
の静電容量を設計すると，負荷にかかわらず一定の直流
電圧が出力される特徴を持つ5）6）。
　本発電システムでは，発電電圧や実現可能な発電出力
は永久磁石同期機の設計と移相コンデンサの静電容量の
設計に強く依存する。しかし，それらの設計をどのよう
にして決定すれば良いかは明らかにされていない。
　そこで，これまでに開発した本発電システムの解析手
法7）に多目的最適化手法8）9）を組み合わせ，埋込磁石同
期の機器定数と移相コンデンサの静電容量を設計変数と
した場合に，動作時の最大電流や移相コンデンサの
kVA容量といった，システムの小形軽量化に関わる指
標を極力小さくすることを目指して最適化を行う設計法
を提案する。ディーゼル車両では多くの機器を搭載する
必要があるため，機器の小形軽量化が特に重要であり，
小形軽量化を目指した最適化を行うこととする。

永久磁石同期機と全波整流器を用いた�
ディーゼル車両用発電システムの設計法

近藤　　稔＊

Design Method for Power Generation Systems for Diesel Vehicles  
Using a Permanent Magnet Synchronous Machine and a Full-Bridge Rectifier

Minoru KONDO

　This paper describes a design optimization method for power generation systems for diesel vehicles consisting 
of a permanent magnet synchronous machine, a full-bridge rectifier and phase shift capacitors inserted between 
them. By combining an analysis method for the proposed systems and a multi-objective optimization method, a 
trial design optimization was carried out with the aim of minimizing indicators related to reducing the size and 
weight of the system. Furthermore, the performance of the optimized design was verified by numerical 
simulations, and it was confirmed that the required performance was achieved with the design while satisfying 
the constraints of the system.
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図1　�永久磁石同期機と全波整流器を用いたディーゼル
車両用直流発電システムの構成
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　本稿ではその設計法を概説するとともに，具体的な設
計問題に適用し，その有効性を示す。

2．設計対象とする発電システム

2. 1　発電システムの解析モデル
　本論文で設計対象とする発電システムの回路図は図 1
に示した通りである。この回路において，発電機となる
永久磁石同期機と全波整流器の間に挿入されたコンデン
サを移相コンデンサ，全波整流器の直流側に接続された
コンデンサを直流コンデンサと呼ぶ。永久磁石同期機と
発電システムの電圧方程式はそれぞれ式 (1)，式 (2)と
なり，動作時の電流ベクトルは式 (3)で計算できる7）10）。

 (1)

 (2)

 (3)

　ただし，ψm：永久磁石による鎖交磁束［Wb］，Ld：d
軸インダクタンス［H］，Lq：q軸インダクタンス［H］，
vd：d軸電圧［V］，vq：q軸電圧［V］，id：d軸電流［A］，
iq：q軸電流［A］，ω：角周波数（電気角）［rad/s］，cr：
移相コンデンサ静電容量［F］，vdr：整流器 d軸電圧［V］，
vqr：整流器 q軸電圧［V］である。また，これらの量か
ら式 (4)により発電電力を計算できる。

 (4)

　一般に永久磁石同期機のトルクは q軸電流に対して
単調増加するため，q軸電流を変化させて各物理量を計
算することで，負荷が変化したときの各物理量を計算す
ることができ，各物理量間の関係を調べることができる。
以下では，上述の式を用いて，発電システムの特性を計
算する。
　なお，本発電システムは永久磁石同期機のインダクタ
ンスと移相コンデンサで共振回路を構成することが特徴
であり，基本的に共振速度以上の回転速度で動作する。
ある共振速度に対応する共振角周波数 ωrを用いて移相
コンデンサの静電容量 crは次式で計算できる。

 (5)

　また，電気機器の設計においては各部の対地電圧が絶
縁設計上問題となるが，対地電圧は接地方法に依存する。
本システムでは主に図 2に示す中性点で接地する方法
と負極で接地する方法が考えられる。
　負極接地の場合，電車用のインバータの設計等をその
まま流用できる利点がある。一方，中性点接地の場合，
各部の対地電位を小さくできる利点がある。
　発電機の端子の対地電圧の最大値は，正極の電位に移
相コンデンサ電圧のピーク値を足したもの以下となるた
め，絶縁設計上考慮するべき各部の対地最高電圧は，そ
れぞれの接地方法に応じて，概ね表 1の通りとなる。
　本論文では，対地最高電圧を低くできる中性点接地を
前提として設計を行う。最適化の際には表 1に記載され
ている式で計算される対地最高電圧が各部で使用する対
地絶縁の限度値を超えないことを制約条件として設定す
る。なお，解析においては正弦波の交流が仮定されてい
るが，整流器の交流電圧に関しては実際には概ね矩形波
の電圧波形となる。そこで，矩形波に含まれる基本波成
分を解析で計算される交流電圧の値と考えることとす
る。そうすることで，整流器の直流電圧は，整流器の交
流電圧から算出することが可能である。その場合，直流
電圧（これは駆動用インバータの直流電圧に等しい）を
Vdc，整流器の交流電圧（端子間）の基本波成分実効値
を Vacとすると，それらの間には以下の関係が得られる。

 (6)

　よって式 (1)(2)(6)を用いてある電流ベクトルに対す
る直流電圧を計算することができる。
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図2　発電システムにおける接地位置

表1　接地位置と各部の対地最高電圧
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2. 2　設計問題の設定
　発電システムの設計法について検討するためには，具
体的に発電システムの設計問題を設定する必要がある。
そこで，ハイブリッド車両や電気式ディーゼル車を想定
して，発電システムの設計を行うこととする。まず，設
計条件として以下を想定する。
・エンジンの最大出力は 2000rpm-300kWとする。
・エンジンの最高回転速度は 2100rpmとする。
・エンジンのアイドリング回転速度は 800rpmとする。
・ エンジン効率が高く常時使用する回転速度（高効率回
転速度）は 1400rpmとする。
・1400rpmにおける最大出力は 220kWとする。
・発電機の対地絶縁は 1500V架線用とする。
・ 整流器の対地絶縁は 600V架線用とし，直流電圧は

650Vとする。
・永久磁石同期機の極数は 12極とする。
　エンジンの最大出力については日本で広く用いられて
いる最大出力約 300kWのディーゼルエンジンを参考に
して定めた。また効率の高い回転速度については，参考
とするエンジンの単体試験結果を参考に定めた。そして，
その回転速度における最大出力も単体試験結果を参考に
定めた。発電機駆動にエンジンを使用する際には，回転
速度を制御する必要から，目標出力はエンジンの実力の
9割程度にすることが望ましいとされているため，設計
条件として定めた最大出力はエンジンの実力よりも小さ
い値としている。
　また，発電機の絶縁設計の前提とする電圧は，日本の
在来線用に広く用いられている直流 1500V架線用の絶
縁を想定した。さらに，永久磁石同期発電機を使用した
既存の車両を参考にして，直流電圧の上限値は 650Vに
設定して中性点接地を行うこととした。この場合，対地
電圧は 650Vの半分となるため，整流器の対地絶縁は
600Vクラスで問題無い。
　また，永久磁石同期機の極数については，鉄道車両用
で多く用いられている 36スロットの固定子鉄心におい
て整数スロットで実現できる最も多い極数である 12極
とした。

3．多目的最適化を用いた発電システム設計法

3. 1　提案する設計法の概要
　本発電システムを構成する主な要素には，永久磁石同
期機，移相コンデンサ，全波整流器がある。このうち，
永久磁石同期機については，出力に応じて概ね体格が決
定されると考えられる。その一方で，移相コンデンサの寸
法重量については，必要な静電容量，動作時の電流・電
圧の最大値等に依存する。また，整流器の寸法等も動作
時の電流・電圧に依存する。通常の駆動用インバータや

PWMコンバータの設計においては，動作時の電流や電圧
は電源の電圧によりほぼ決定されるが，本発電システム
においては，永久磁石同期機の特性と移相コンデンサの
静電容量によりそれらの量が決定される。そのため，発
電システムが小形軽量化できるかどうかは，永久磁石同
期機の特性と移相コンデンサの静電容量に強く依存する。
　そこで，本発電システムの設計においては，発電シス
テムの小形軽量化を目指し，永久磁石同期機の特性を表
すパラメータと移相コンデンサの静電容量を設計変数と
し，整流器の容量等に関わる動作時の最大電流と移相コ
ンデンサの寸法重量に関わる kVA容量の最小化を設計
において目指す指標（目的関数）とする。
　ただし，静電容量については永久磁石同期機の q軸イ
ンダクタンスと共振角周波数から式 (5)により計算さ
れ，共振角周波数については上限値や下限値をエンジン
回転速度から設定することが可能であるため，共振角周
波数を静電容量に対応する実際の設計変数とする。
　目的関数が二つあるため，本問題は多目的最適化問題
となる。目的関数が二つ以上ある場合，それらの間にト
レードオフ関係が生じる場合がある。その場合には，単
一の最適解では無く，パレート最適解と呼ばれる最適解
の集合を得ることを目指すことになる。多目的の場合，
最適解を選定する指標としてランキング関数が用いられ
る。ランキング関数は，ある解（設計変数の組み合わせ）
に対し，全ての目的関数について優越する解がいくつ存
在するかを表す関数である。このランキング関数の値が
ゼロである解の集合がパレート最適解である。
　本システムの設計においては，パレート最適解により
最大電流と移相コンデンサ kVA容量との間のトレード
オフ関係を明らかにし，その上で，パレート最適解の中
から，最終的な設計を選択する。
　以上が提案する設計法の概要である。

3. 2　設計変数・目的関数・制約条件
　以下では，最適化問題を具体的に設定していく。
　まず，本発電システムの動作を決定する設計変数を表
2に示す。表 2には最適化において設計変数を変化させ
る範囲を規定する下限値と上限値を示す。
　永久磁石同期機の基本的な特性は，永久磁石による磁
束，d軸インダクタンス，q軸インダクタンスの三つの
変数で表される。しかし，q軸インダクタンスと d軸イ

表2　設計変数
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ンダクタンスの比である突極比は主に回転子の鉄心形状
で決まり，大きく変化させることはできない。そこで，
設計変数としては q軸インダクタンスの代わりに q軸
インダクタンスと d軸インダクタンスの比（突極比）を
用いることとし，過去の実績から実現可能と思われる 1
～3の範囲で変化させることとした。
　永久磁石による鎖交磁束は，最高回転速度である
2100rpmにおいて発生する誘起電圧の端子間電圧の
ピーク値が 1500Vとなる値を上限値とし，その 1/10を
下限値とした。d軸インダクタンスの値については，過
去の永久磁石同期機の試作機のインダクタンスを参考に
して十分広い範囲に下限値と上限値を設定した。
　共振回転速度については，アイドリング回転速度より
も十分大きく，高効率回転速度以下の回転速度とする必
要があるため，回転速度 900rpmに対応する共振角周波
数を下限値に，回転速度 1400rpmに対応する共振角周
波数を上限値に設定した。
　次に，最適化の目的である目的関数を表 3に示す。前
述の通り，移相コンデンサの kVA容量と，整流器や電
線類のサイズに関わる最大電流を目的関数として設定す
る。kVA容量は各動作点において移相コンデンサ電圧
を静電容量と電流から求め，その電圧に電流を乗じて算
出する。そして，それらのうち大きい方の値を目的関数
の移相コンデンサ kVA容量とする。
　更に制約条件を表 4に示す。まず，必要な出力が得ら
れることは必須条件であるため，それを制約条件として
設定した。具体的に計算を行う際には，式 (1)～(4)を用
いて必要な出力を得ることができる q軸電流の値を数
値的に求める。そして，その q軸電流と式 (1)～(4)等を
用いて諸量を計算する。直流電圧の制約条件は上限値と
して 650Vを与える。後述するように電流を最小化する
ように最適化が行われるため，基本的に直流電圧は制約
条件下でなるべく高くなろうとする傾向がある。そのた

め，上限値の設定のみで十分であり，下限値は必要無い。
交流対地電圧の制約条件については，表 1で計算される
発電機の対地最高電圧が 1500V以下になるように設定
する。整流器の対地最高電圧については，直流電圧の制
約が満たされれば自動的に満たされるため制約条件とし
て設定する必要は無い。最後に，得られる永久磁石同期
機の特性が実現不可能なものにならないようにするため
に，動作時の電流ベクトル絶対値に制約を与える。表 4
で下限値として記載したのは磁石の起磁力に対応する電
流値の計算式であり，磁石量と相関が強い。この値が電
流ベクトルより大きい設計は磁石量が過剰になる可能性
が高いため，下限値とした。逆に，電流ベクトルがこの
値よりも大きすぎると磁石が減磁する可能性が高まるた
め，過去の製作実績を参考に，下限値の 2倍を上限値と
した。

3. 3　多目的最適化結果
　前述の通り，本最適化問題は多目的最適化問題である。
このような最適化問題に適したアルゴリズムとしては遺
伝的アルゴリズムが有効であることが知られており，今
回は遺伝的アルゴリズムを応用した NSGA-Ⅱ8）9）を使
用する。最適化計算のプログラムは Pythonを用いた多
目的最適化のライブラリである pymoo8）を使用して実
装した。個体数の最大値を 100，計算の世代数について
は 100，500，1000，1500，2000と変化させた場合の結
果を図 3に示す。
　図 3では多目的最適化の結果得られた，最大電流と移
相コンデンサ kVA容量のトレードオフ関係を示すパ
レート最適解を示している。目的関数はともに最小化を
目指すものであるため，左下の個体（解）ほど優れてい
ることになる。パレート最適解により描かれる曲線であ
るパレートフロントは左下に凸の形状をしており，二つ
の目的関数を同時に小さくできる左下の解は単目的の最

表3　目的関数

表4　制約条件

図3　パレート最適解
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適化では得られない解である。100世代では移相コンデ
ンサ kVA容量が小さくても最大電流が大きいものや，
その逆に移相コンデンサ kVA容量が大きくて最大電流
が小さい個体も見られたが，世代が進むにつれて，左下
の位置に個体が集中していく傾向が見られた。左下に集
中している個体間は設計変数の値も目的関数の値も大き
くは違わないため，この中の個体であれば，どの個体で
あってもある程度満足できる設計となっていると考えら
れる。そこで，2000世代における結果のうち，左下に
集中している個体の中で，最大電流が最小となる個体の
設計を設計値として選択した。設計値を表 5に示す。表
5中の設計値は選択した個体の設計変数の値であり，q
軸インダクタンスは d軸インダクタンスと突極比から
計算した値である。

4．設計した発電システムの動作確認

4. 1　解析による確認
　前章で得られた設計値で規定される発電システムの動
作について確認を行い，設計の妥当性を検証する。
　まず，解析式を用いて，設計値に対する各動作点での
電流や電圧の値を計算した結果を図 4に，各回転速度に
おいて負荷を変化させた際の電流ベクトルを図 5に，電
流（相電流実効値），電圧（端子電圧実効値）の変化を

図 6に示す。
　図 4で確認できる通り，動作時の電流・電圧は共に最
大出力の際の方が大きい値である。そのときの電流値は
表 5に示した通り，341.8Aであり，直流電圧の値は上
限の制約として与えた 650Vになっている。発電機電圧
は整流器の交流電圧とあまり変わらない値であり，移相
コンデンサの kVA容量低減を目指した結果，移相コン
デンサの電圧が小さく抑えられていると考えられる。
　次に，図 5中には電流当たりのトルクが最も大きくな
る動作状態であるMTPA（Maximum Torque Per Am-
pere）10）11）に対応する曲線も記載したが，今回の設計で
はどちらの回転速度でも比較的MTPAに近い動作をし
ており，電流が少なく効率の高い動作点での動作が期待

表5　選択した設計値

図4　動作時の電流・電圧

図5　負荷変化時の電流ベクトル変化

図6　負荷変化時の電流・電圧変化
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できる。ただし，最大出力回転速度についてはこれ以上
q軸電流が増えない出力限界に近付いていることが分か
る。最適化を進めていくと出力限界点が選定される可能
性が高くなる一方で，実機の設計においては余裕のある
設計とする必要があるため，最適化時の出力に関する制
約条件を大きな値にしておく方が良い。
　図 6の電流電圧の変化では，各回転速度において負荷
が増大しても整流器電圧が大きく変化しない傾向が見ら
れるため，通常の直流架線用のインバータ制御方法との
組み合わせで問題無く駆動システムを構築することがで
きると考えられる。

4. 2　シミュレーションによる確認
　次に，回路シミュレーションを用いたシミュレーショ
ンを行い，整流器も含めた動作の確認を行う。整流器の
直流側には直流コンデンサを配置する必要がある。その
静電容量設計は発電システムの動作に大きく影響する
が，ここでは 1mFの直流コンデンサを直列に接続する
構成とした。
　回路シミュレータはModelica12）言語を用いたシミュ
レーション環境である SystemModeler13）を使用する。
図 7にシミュレーションに用いたモデルを示す。
　図中で smpmと書かれているのが埋込磁石同期発電
機であり，constantSpeed要素により一定の回転速度で
回転する。idealDiode，idealDiode1と書かれているの
がダイオードであり，m＝3という表記が 3相分である
ことを示している。すなわち，idealDiode，idealDiode1
で 6個のダイオードを表しており，全波整流器が構成さ

れている。ダイオードと発電機の間に位置している ca-
pacitor1も m＝3と書かれていて 3相分の移相コンデン
サを示している。一番上に位置している resistorが負荷
抵抗で，その下の capacitorが直流コンデンサである。
これらとダイオードの間には star，star1と書かれてい
る要素があり，このスター結線要素により三相が直流部
に接続されている。直流部の中性点は ground要素に接
地されており，そこが電位の基準となる。
　以下で示すシミュレーション結果は，動作条件が高効
率回転速度における最大出力（1400rpm，220kW）とエ
ンジン最大出力（2000rpm，300kW）の 2点について実
施した結果である。負荷の調整は抵抗値により行った。
　高効率回転速度における最大出力（1400rpm，
220kW）における計算結果を図 8～図 10に示す。シミュ
レーションは 0.2秒間について実施し，いずれの図も最
後の 0.008秒間についてプロットしている。
　図 8は永久磁石同期機の電流・電圧である。電流値は
概ね三相対称の正弦波状になっているが，電圧値はダイ
オードの切り替わりのタイミングで急激に変化する。
　図 9は負荷抵抗の電流電圧であり，全波整流器に特徴
的な一周期あたり 6回の脈動があるが，電流・電圧とも
ほぼ一定値となっている。電流の平均値は 404A，電圧
平均値は 542V，発電電力は約 220kWであり，解析結
果と概ね一致している。
　また，図 10の通り，永久磁石同期機の端子の電位は
600V以下であり，整流器の直流側と共に電圧制限に対
して十分に余裕のある値となっている。
　次に，エンジン最大出力（2000rpm，300kW）におけ
る計算結果を図 11～13に示す。こちらについても，シ
ミュレーションは 0.2秒間について実施し，最後の 0.008
秒間についてプロットしている。
　最大出力の場合についても，高効率回転速度の場合と
同様に，発電システムは想定通り動作しており，発電機
の電流値も解析と概ね一致している。直流部の電流，電
圧の平均値は 493A，606Vであり，解析に比べて若干
電圧が低いがほぼ一致している。各部位の対地電圧は余
裕を持って制約条件を満たしており，絶縁構成上問題の
無い範囲に収まっている。交流側の対地電圧の制約は
1500Vとしたが，結果的に対地電圧の観点からは 600V
でも問題の無い設計となっている。

図7　シミュレーションモデル
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5．おわりに

　本論文では，永久磁石同期機と全波整流器の間に移相
コンデンサを挿入した発電システムに関して，永久磁石

同期機の機器定数を設計変数と考え，整流器の電流容量
やコンデンサの kVA容量低減を目的として，多目的最
適化を行うことで発電システムの設計を行う方法を提案
した。電気式ディーゼル車両を想定した設計問題に対し

図9　�負荷抵抗電流・電圧の計算結果（1400rpm-220kW） 図 12　�負荷抵抗電流・電圧の計算結果（2000rpm-
300kW）

図 8　発電機電流・電圧の計算結果（1400rpm-220kW）

図 10　各部の電位（1400rpm-220kW）

図11　発電機電流・電圧の計算結果（2000rpm-300kW）

図 13　各部の電位（2000rpm-300kW）
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てその方法を適用した結果，多目的最適化手法を用いる
ことで，整流器の電流容量とコンデンサの kVA容量の
双方を同時に低減する機器定数の組み合わせを得ること
ができた。さらに，その機器定数の永久磁石同期機を用
いたシステムについてシミュレーションにより動作確認
を行い，設計の前提とした目標出力の確保や対地電圧の
制限を実現できることを確認し，提案する設計法の有効
性を示した。
　なお，本研究では永久磁石同期機の機器定数を設計変
数として扱ったが，一般に，機器定数は設計の結果とし
て定まるものであり自由に定められるものでは無い。ま
た，鉄心の磁気飽和の影響で，動作点により機器定数の
値が変動することが知られている。今後は，永久磁石同
期機の設計検討を行い，目標とする機器定数やシステム
動作を実現できるかどうかを確認していく予定である。
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1．はじめに

　鉄道車両が曲線区間を通過する際に，車輪・レールか
ら高い周波数の騒音が発生することがある。在来線であ
れば，直線区間における転動音は主に 500～2kHz程度1）

の範囲で比較的広帯域な成分となることに対し，曲線区
間においてはそれ以上の周波数で純音に近い成分が観測
される。これは，一般的にはきしり音として認知されて
いる（きしみ音と表記される場合もあるが，本報告では
きしり音とする）。また，場合によっては 10kHzを超え
る非常に高い周波数（以下，高周波音と表記する）が観
測される場合もある。
　これらは沿線騒音の評価値に影響を及ぼす場合がある
ほか，住民からの苦情の原因となりうる。曲線区間での
騒音に関する研究例は多く存在している2）3）4）ものの，
その発生条件について研究された例は少ない。
　本報告では，曲線通過時に発生するきしり音と高周波
音について，営業線（在来線および新幹線）における発
生状況を実測により調査するとともに，その発生条件に
ついて検討を行った。

2．きしり音と高周波音の区分けについて

　直線区間では発生せず，曲線区間のみにおいて発生す
るきしり音や高周波音は，車輪とレールの複雑な接触に
よって生じる。本報告では，卓越周波数に応じてきしり
音と高周波音を次のように分類した。発生頻度や発生傾
向は異なるが，第 3章や第 4章で述べるようにどちら

も在来線と新幹線両方で発生する。なお，これらについ
ては厳密に区分けできるものではなく，混在することも
考えられる。
・きしり音（踏面きしり音）
　 車両が曲線を通過する際に生じる卓越周波数 2k～

10kHz程度の騒音である。きしり音は曲線通過時に
車輪踏面とレールが相対的に滑ることで発生すると考
えられており，主に曲線内軌側で顕著に発生する5）。
・高周波音（フランジきしり音）
　 車両が比較的緩い曲線を通過する際に発生する，卓越
周波数 10kHz程度以上の騒音である。高周波音は曲
線通過時に車輪フランジがレールに接触することで発
生すると考えられており，主に曲線外軌側で卓越する
傾向にある6）。

3．�在来線におけるきしり音・高周波音の発生
状況

3. 1　測定の概要
　本報告で対象とした在来線での騒音等の測定点の概要
を図 1に示す。本測定点は半径 404m，カント 98mm，
スラック 0mmの曲線である。軌道条件はバラスト軌道，
50kgNレール，PCまくらぎ，軌道パッドあり（公称値
110MN/m）である。当該曲線の均衡速度は 68.7km/hで
ある。
　測定に際しては，無指向性マイクロホンを内軌側と外
軌側の両方に軌道を挟んで概ね対称となるように設置し
た。設置高さは車軸が見通せる高さ程度とし，外軌側が
レールレベル（以下，R.L.）+450mm，内軌側が R.L. 
－130mmである。以下，これらのマイクロホンで測定
した騒音を「近傍音」と表記する。また，レーザー変位

鉄道の曲線区間におけるきしり音・高周波音の発生条件
末木　健之＊　　清水　康博＊　　新田　琢磨＊＊　　髙井　健太郎＊＊

Study on the Occurrence Conditions of Squeal Noise and High frequency Noise 
in a Railway Curved Section

Takeshi SUEKI　　Yasuhiro SHIMIZU　　Takuma NITTA　　Kentarou TAKAI

　When a train passes through a curved track, squeal noise (below 10 kHz) and high frequency noise (above 10 
kHz) are often observed. Measurements of these noises were carried out on commercial lines to understand the 
generation of the noises. It is found that these noises vary from wheel to wheel, having large dispersion. The 
analysis results showed that these noises are prominent when the outer wheel flanges contact the outer rail at 
specific passing velocities. In contrast to that, these noises become lower when a train is running at balancing 
speed in curves.
キーワード：鉄道騒音，曲線部騒音，きしり音，高周波音，フランジ接

 
＊　　環境工学研究部　騒音解析研究室
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計を設置し，列車通過時の車輪のまくらぎ方向の変位を
測定した。
　本試験で測定対象とした列車は通勤形電車 4形式で
あり，4，6，7，8両編成が存在する。測定区間は駅か
ら約 100mに位置しており，駅に停車後に測定区間を加
速しながら通過する列車（均衡速度以下で通過）と，駅
を通過した後にほぼ一定速度で測定区間を通過する列車
（概ね均衡速度以上で通過）が存在する。以下では，そ
れぞれを停車列車と通過列車と称する。
　なお，本章の測定データは，全て晴れまたは曇り時に
測定した結果であり，レール表面は乾燥状態である。

3. 2　列車通過時の騒音（代表例）
　図 2および図 3に，停車列車と通過列車それぞれ 1
列車の近傍音のスペクトログラムを示す。図中下部の黒
線は列車が測定点を通過中の範囲を示している。これら
の図では，外軌側近傍マイクロホンで測定した音圧デー
タから得られた各車輪通過時の周波数分析結果のオー
バーオール値を，全列車の全車輪について算術平均した
値を 0dBとした。
3. 2. 1　停車列車の結果
　図 2は，4形式のうち 1形式 8両編成が停車列車とし
て通過した際の結果であり，通過速度は先頭が 40km/h
で最後尾が 60km/h（平均速度 51km/h）である。全車両
が均衡速度以下で通過する。
　図 2では，列車通過中は内軌側，外軌側ともに 1kHz
以下の成分の音圧レベルが高い。これは転動音に対応す
る成分である。また，5秒付近および 8秒付近では 6k
～9kHz，9秒付近から 13秒付近にかけては 19kHz付近
の音圧レベルが高い。これらは車輪が通過するタイミン
グであり，それぞれきしり音，高周波音に対応する。
19kHzの成分で周波数が右下がりとなっているのは，
ドップラー効果の影響である。

　これらの成分を内軌側と外軌側で比較すると，きしり
音は内軌側で大きく，高周波音は外軌側で大きい傾向に
ある。ただし，10秒から 13秒については約 5kHzから
15kHzの音圧レベルは外軌側の方が大きい傾向にあり，
きしり音および高周波音の発生傾向が他の位置とはやや
異なる。
　また，13秒付近から列車通過後にかけて，車輪通過
時に比べると値は小さいが，16kHz付近の音圧レベル
が継続的に高い。これは車輪通過後にレールが音源と
なって放射された高周波音であると考えられる。
3. 2. 2　通過列車の結果
　図 3は停車列車と同形式の 8両編成が，通過列車と
して測定点を通過した際の測定結果である。通過時の列
車速度は 76km/hである。駅を通過する列車であるため，
全車両ほぼ一定の速度であり，均衡速度以上である。
　図 3より，通過列車では 1kHz以下の成分が停車列車
に比べて顕著である。内軌側と外軌側で比較すると，
1kHz以下の周波数域は外軌側でより大きい傾向にあ
る。きしり音は 6秒付近（4kHz以上）と 8秒付近（8kHz
付近）で発生している。
　18kHz付近の高周波音は，発生源と考えられる車輪
通過に対応して 6秒付近で顕著になる。周波数が右下が
りとなっているのは，ドップラー効果の影響である。当
該車輪通過後の値は小さくなるものの，列車通過中は音
圧レベルがやや高い状態が継続している。これは，停車
列車と同様に，レールが音源となって放射された高周波
音である。また，6秒付近に発生したきしり音，高周波
音のうち，13kHz以下の周波数域では内軌側の方が大
きい傾向にある。

3. 3　在来線における発生状況
　前節の結果より，同一列車内であっても位置によりき
しり音や高周波音の発生状況が異なることは明らかであ

図1　在来線における騒音等測定点
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る。他の列車の測定結果も含めるとばらつきが大きく，
単純な平均処理等では傾向を掴むことが困難と考えられ
る。そこで，本節では，ヒストグラムによる測定データ
の分布の確認と，きしり音や高周波音の発生状況を表す
と考えられる上位データ（本報告では上位 10%）を使
用して発生状況を検討する。
　図 4に，測定した全列車の各車輪通過時の近傍音の周

波数スペクトルの 2次元ヒストグラムを示す。全 140
列車・3332車軸の測定結果である。図 4より，内軌側，
外軌側ともに約 4kHz以下の周波数では，最頻値が概ね
中央値付近にあり，頻度自体も高い。これは，当該周波
数域において通過車軸ごとの音圧レベルのばらつきが比
較的少ないことを意味している。これに対し，4kHz以
上の場合，レベルの分布の幅が広がり，最頻値が分布の

図2　近傍音の周波数分析結果（停車列車，8両編成，40～60km/h）

図 3　近傍音の周波数分析結果（通過列車，8両編成，76km/h）

図 4　近傍音の周波数分布のヒストグラム（30km/h～90km/h）
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下側に偏る。また，最頻値となる時の頻度は 4kHz以下
と比べて低くなる。これは，きしり音や高周波音が一部
の車輪でのみ発生し，著大な音圧レベルが計測されるこ
と，またそのときの卓越周波数での音圧レベルのばらつ
きが大きいことを示している。
　図 5に，レーザー変位計で測定した前軸外軌側車輪の
車輪位置（図 1に示すようにレール頭部側面を基準と
した車輪リム部側面までのまくらぎ方向の距離）および
車軸通過速度の両者をパラメータとして，きしり音およ
び高周波音に対応する周波数領域の音圧レベル（上位
10%）をプロットした結果を示す。なお，図 5中の白い
領域についてはデータが無いことを示している。図 5で
は，主にきしり音である 6k～7kHzの成分と，主に高周
波数音である 14k～20kHzの成分について記載した。
　図 5より，きしり音である 6k～7kHzの成分について
は，外軌側の車輪フランジがレールに接触（車輪位置：
約 38mm以上）し，通過速度が均衡速度よりやや低い
52km/h付近で顕著に増大する。また，内軌側の方が外
軌側よりも音圧レベルが高く，外軌側でフランジ接触し
た影響が内軌側にも現れている。一方で，その速度帯以
外では，外軌側の車輪フランジがレールに接触する場合
であっても 6k～7kHzの成分は小さい。外軌側の車輪フ
ランジがレールに接触しない場合は，どの通過速度で
あっても 6k～7kHzの成分は概ね小さい。

　高周波音である 14k～20kHzの成分については，外軌
側の車輪フランジがレールに接触する場合，50km/hを
超えると音圧レベルが増大する。ただし，均衡速度付近
では音圧レベルがやや低下する傾向にある。均衡速度を
超えた場合であっても高周波音が発生する点が，きしり
音と異なる点である。高周波音が発生する場合の内軌側
と外軌側の音圧レベルを比較すると，速度によって大小
関係が異なる。

4．�新幹線におけるきしり音・高周波音の発生
状況

4. 1　測定の概要
　本報告で対象とした新幹線での騒音等の測定点の概要
を図 6に示す。この曲線は，半径 3500m，カント
180mm，スラック 0mmの高架区間である。軌道条件は，
スラブ軌道，60kgレール，軌道パッドあり（公称値
60MN/m）である。当該曲線の均衡速度は 236km/hで
ある。
　測定試験に際しては，無指向性マイクロホンを内軌側
と外軌側の両方に設置した。設置高さは外軌側が R.L. 
－180mm，内軌側が R.L.+455mmである。新幹線にお
いても図 1の在来線の位置と同じ考えで軌道を挟んで
対称にマイクロホンを設置するべきであるが，設置上の

図5　車輪位置および通過速度ごとの前軸車輪の音圧分布
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都合によりこの位置とした。また，新幹線における測定
においてもレーザー変位計を設置し，列車通過時の車輪
のまくらぎ方向の変位を測定した。
　本試験では新幹線電車 5形式を測定対象とした。うち
3形式は 8両編成，2形式は 16両編成である。測定点
を走行する列車は，列車種別等の違いにより通過速度に
差異がある。本試験では，均衡速度以上で通過する列車
を高速列車（通過速度：240～256km/h），それ以下の列
車を低速列車（通過速度：154～221km/h）とする。
　なお，本章の測定データも，全て晴れまたは曇り時に
測定した結果であり，レール表面は乾燥状態である。

4. 2　列車通過時の騒音（代表例）
　図 7および図 8に，低速列車と高速列車それぞれ 1
列車の近傍音のスペクトログラムを示す。図中下部の黒
線は列車が測定点を通過中の範囲を示している。これら
の図では，外軌側近傍マイクロホンで測定した音圧デー
タから得られた各車輪通過時の周波数分析結果のオー
バーオール値を，全列車の全車輪について算術平均した

値を 0dBとした。
4. 2. 1　低速列車の結果
　図 7は，8両編成，速度 195km/hの低速列車の結果
である。図 7より，列車通過中において，4kHz以下お
よび 12k～17kHzの範囲の成分の音圧レベルが高い。
4kHz以下の成分は，転動音や空力音で構成される。
4kHz以下の成分のうち，2kHz付近のレベルがやや高
い。これは，別途行った測定によりレール削正痕（波長
約 30mm，195km/hで 1.8kHzに対応）が存在すること
が判明しており，2kHz付近は主に削正痕に起因した転
動音であると考えられる。ただし，4秒付近では他の時
間に比べてやや音圧レベルが高く，同時に 5kHz付近，
10kHz付近の音圧レベルも高い。これは，転動音以外
にきしり音も発生していると考えられる。車輪凹凸が一
様である場合，転動音は概ね一定になると考えられるが，
車輪通過に対応して音圧レベルが増加する事例が他にも
多数確認された。
　12k～17kHzの成分については，高周波音である。周
波数が右下がりとなっているのは，ドップラー効果の影

図6　新幹線における騒音等測定点

図7　近傍音の周波数分析結果（低速列車，8両編成，195km/h）

鉃道総研報告　Vol.38,  No.7,  2024 13



響である。音源と考えられる車輪通過前後においてレベ
ルが高い領域が存在するが，これは在来線の結果と同様
にレールが音源となっていると考えられる。
　内軌側と外軌側で観測される騒音の差については，
4.1節で述べたようにマイクロホン設置位置が対称では
ないため直接的な比較はできない。ただし，過去の研究
結果では，高周波音は外軌側で卓越する結果が得られて
いる6）ことから，今回の場所においても外軌側が卓越し
ていた可能性は高い。
4. 2. 2　高速列車の結果
　図 8は，16両編成，速度 255km/hの高速列車の結果
である。
　図 8より，列車通過中に概ね 4kHz以下の成分の音圧
レベルが高く，特に 2.5kHz付近で顕著である。削正痕
は 250km/hで約 2.4kHzに対応することから，この主成
分は削正痕に起因した転動音である。
　高周波音は編成の途中で観測され，先頭や後尾側では
ほぼ発生しないことが確認できる。発生する高周波音の
卓越周波数はほぼ 14kHz付近である。周波数が右下が
りとなっているのは，低速列車と同様にドップラー効果
の影響である。また，高周波音が発生している台車ごと

の発生状況のばらつきは，低速列車と比較すると小さい。

4. 3　新幹線における発生状況
　新幹線においても，きしり音や高周波音の発生状況は
同一列車内であっても位置によって異なり，他の列車の
測定結果も含めるとばらつきが大きく単純な平均処理等
では傾向を掴むことが困難と考えられる。そこで，3.3
節と同様に，本節においてもヒストグラムによる測定
データの分布の確認と，きしり音や高周波音の発生状況
を表すと考えられる上位データ（本報告では上位
10%）を使用して発生状況を検討する。
　図 9に，測定した全列車の各車輪通過時の近傍音の周
波数スペクトルの 2次元ヒストグラムを示す。全 119
列車・5435車軸の測定結果である。図 9より，2kHz，
4.5kHz付近，および 10kHz以上を除き，最頻値が概ね
中央値付近にあり，かつ最頻値となる時の頻度が高い傾
向にあることから，これらの周波数領域では列車ごとの
ばらつきが小さいと考えられる。2kHz付近については
削正痕に起因する転動音の周波数が速度に依存して変化
するため，4.5kHz付近については発生状況にばらつき
があるきしり音の影響により，最頻値となる時の頻度が

図9　近傍音の周波数分布のヒストグラム（154km/h～256km/h）

図 8　近傍音の周波数分析結果（高速列車，16両編成，255km/h）
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低くなったと考えられる。また，10kHz以上はレベル
分布の幅が大きく，かつ最頻値となる時の頻度が低い傾
向にある。これは高周波音の発生状況が台車ごとにばら
つくことに起因すると考えられる。一方で，最頻値が分
布の比較的上側に位置していることから，通過した多く
の列車で高周波音が発生したと考えられる。
　図 10に，レーザー変位計で測定した前軸内軌側車輪
の車輪位置（図 6に示すようにレール頭部側面を基準と
した車輪リム部側面までのまくらぎ方向の距離），およ
び車軸通過速度の両者をパラメータとして，きしり音お
よび高周波音に対応する周波数領域の音圧レベル（上位
10%）をプロットした結果を示す。なお，図 10中の白
い領域についてはデータが無いことを示している。図 10
では，主にきしり音である 8k～10kHzの成分と，主に
高周波音である 10k～20kHzの成分について記載した。
　新幹線においてはレーザー変位計を曲線の内軌側に設
置したため，フランジ接触の条件が在来線の結果（図 5）
と逆転する。ここで，図 10では，均衡速度以下では多
くの前軸外軌側車輪のフランジがレールに接触すると推
定（車輪位置：15~20mm以下）されるのに対し，均衡
速度以上では接触が発生しないと推定される場合がある
ことが特徴である。
　図 10より，きしり音である 8k～10kHzの成分につい

ては，外軌側車輪のフランジがレールに接触すると推定
され，通過速度が均衡速度より低い 195km/h付近で顕
著に増大する。一方で，220km/h付近から均衡速度付近
では，8k～10kHzの成分が小さい。均衡速度を超える
と 8k～10kHzの成分は再度増大するが，195km/h付近
よりは音圧レベルが小さい。また，外軌側車輪のフラン
ジがレールに接触しないと推定される場合は，どの通過
速度であっても 8k～10kHzの成分は概ね小さい。
　高周波音である 10k～20kHzの成分については，外軌
側車輪のフランジがレールに接触すると推定され，均衡
速度より通過速度が低い場合に音圧レベルが大きい。一
方で，均衡速度を超えると音圧レベルは均衡速度以下の
時よりもやや低減する。また，外軌側車輪のフランジが
レールに接触しないと推定される場合，高周波音は低い
傾向にある。図 7や図 8において示したように，低速
列車ではほぼ全ての台車で高周波音が観測されたのに対
し，高速列車では高周波音が発生しない台車が存在した
のは，列車速度が均衡速度を超えるとフランジ接触しな
い場合があるためと考えられる。

5．きしり音・高周波音の発生条件

　第 3章と第 4章の結果を踏まえると，きしり音や高

図10　車輪位置および通過速度ごとの前軸車輪の音圧分布
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周波音の発生条件は，在来線・新幹線に関係なく，以下
の傾向にあると考えられる。
・ きしり音は，列車が曲線における均衡速度よりやや低
い速度で走行し，かつ，外軌側車輪のフランジがレー
ルに接触する場合に特に発生しやすい。内軌側，外軌
側両方で観測されるが，内軌側の方が卓越する。なお，
今回測定を行った曲線区間においてきしり音が特に発
生しやすい速度（在来線：52km/h付近，新幹線：
195km/h付近）について，在来線，新幹線のそれぞれ
の曲線条件から超過遠心加速度を算出すると，両者と
もに－0.39m/s2程度である。
・ 高周波音は，外軌側車輪のフランジがレールに接触す
る場合に，内軌側，外軌側両方で観測される。
・ 列車通過速度が均衡速度付近である場合や，外軌側車
輪のフランジがレールに接触しない場合には，きしり
音，高周波音ともにあまり発生しない。

6．まとめ

　列車が曲線区間を通過する際に発生するきしり音およ
び高周波音に関し，在来線および新幹線における発生状
況を調査し，その特徴を整理した。また，得られた特徴
から，きしり音や高周波音の発生条件を提示した。
　本報告で述べた発生条件は，2箇所の測定結果から推
定した結果であり，あらゆる曲線で同様の結果が得られ

るかについてはサンプル数を増やして検証する必要があ
る。また，この発生条件におけるメカニズムの解明も進
める必要がある。今後，これらに取り組む予定である。
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1．はじめに

　鉄道構造物の耐震設計1）では，設計地震動に対して構
造物の地震応答値を算定し，この結果から要求性能を満
足することを照査している。構造物の地震応答値を算出
する際には，詳細な解析モデルを用いて動的解析を実施
する方法が考えられるが，簡略化したモデルを用いても
地震時挙動を適切に評価できる場合には等価 1自由度
モデルに置換して応答値を算出することができる。この
時の等価 1自由度モデルに付与する骨格曲線は，構造物
のプッシュオーバー解析から得られる荷重―変位関係に
適合するように設定することが一般的である。
　等価 1自由度モデルに与える骨格曲線としては一般
にバイリニア型が用いられている。この方法では骨格の
折れ点を 1つ設定する必要があるが，プッシュオーバー
解析の荷重―変位関係から得られる降伏点を折れ点とす
る方法が以前から用いられていた例えば 2）。この方法は折
れ点の設定根拠が明確であり，荷重―変位関係の折れ点
が明瞭な構造物については，応答値を簡易かつ適切に算
出できることが確認されている。
　しかしながら，地盤ばね，杭部材等も含めて徐々に非
線形化が進むような構造物については，プッシュオー
バー解析による荷重―変位関係が曲線形状となるケース
もある。この場合，荷重―変位関係には明瞭な折れ曲が
り点が見られず，初期降伏点を折れ点とするバイリニア
型の骨格曲線とは乖離する傾向にあるため，応答値を適

切に評価できない可能性がある。この問題を解消するた
めに，室野・佐藤3）は構造物全体系の折れ曲がり点と第
2勾配比を荷重～変位関係に適合するように設定するこ
とを提案している（図 1）。これを取り入れることによ
り，骨格曲線の折れ点が初期降伏点と一致しないものの，
明確な折れ曲がり点が見られない構造物についても，
プッシュオーバー解析から得られた荷重―変位関係を適
切に表現できる。そのため，大規模地震発生時などを対
象とした場合の地震応答値の簡易算定手法として有効な
手法であり，鉄道構造物等設計標準・同解説（耐震設
計）1）においても用いられている。
　一方で，図 1の手法でも降伏点前後では骨格曲線と
プッシュオーバー解析から得られた荷重―変位関係の間
に若干の差異が生じている。近年，2018年の大阪府北

鉄道橋りょう・高架橋の等価1自由度モデルを用いた�
非線形動的解析時の骨格曲線の改良

名波　健吾＊　　坂井　公俊＊

Improvement of Skeleton Curves for Nonlinear Dynamic Analysis  
Employing Single Degree of Freedom Model of Railway Bridges and Viaducts

Kengo NANAMI　　Kimitoshi SAKAI

　A dynamic analysis employing the nonlinear single degree of freedom (SDOF) model is generally used to 
carry out the seismic design of railway bridges and viaducts. Although structures are represented with bi-linear 
type skeleton curve in the model, it does not necessarily reproduce the nonlinear behavior of the structure 
obtained from the pushover analysis. Especially, the response values calculated by the method are largely 
different from those obtained from the precise model for small and medium earthquakes. In this study, a new 
skeleton curve employing the ellipse function was proposed to improve the precision of dynamic response in 
regions at around yielding. It was confirmed that the non-linier response estimated by the SDOF model with 
proposed curve showed good agreement with that from precise dynamic analysis.
キーワード：中小規模地震，等価 1自由度モデル，非線形応答，バイリニア型，荷重―変位関係

図1　従来法（バイリニア型）の骨格曲線設定方法
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部地震や 2021年と 2022年の福島県沖の地震に代表さ
れるように，鉄道構造物の応答が降伏点付近となる中規
模程度の地震が一定の頻度で発生している。鉄道の早期
復旧という観点からは，このような地震に対する構造物
の応答値や損傷発生の有無についても簡易かつ適切に評
価可能な手法が望まれる。また，中規模地震の影響も考
慮した復旧性照査に関する検討4）も行っているが，この
場合にも構造物の損傷発生前後の挙動を適切に評価する
ことが重要となる。
　以上を踏まえ著者らは，構造物の荷重―変位関係によ
り適合する等価 1自由度モデルの骨格曲線の設定方法
に関する検討を行っている5）。本稿では，新たな骨格曲
線の設定方法を示すとともに，等価 1自由度モデルを用
いた非線形動的解析による，提案手法の有効性や従来の
バイリニアモデルとの相違点等について紹介する。

2．�荷重―変位関係により適合する骨格曲線の
設定方法の提案

　ここではまず，従来のバイリニア型の骨格曲線の設定
方法2）を整理するとともに，提案手法について説明する。

2. 1　従来法の概要
　従来法では，構造物の等価 1自由度モデルの応答解析
を実施する際，骨格曲線にはバイリニア型を用いる。前
章で述べたように，この方法は大規模地震発生時などを
対象とした場合の地震応答値の簡易算定手法としては有
効であるものの，中小規模地震時も含めた損傷程度の把
握を目的としたときには，プッシュオーバー解析の結果
と比較して以下の 3つの点で乖離が見られる場合がある。
（1）　 第 1勾配区間を原点と初期降伏点を結ぶ直線で

表現するため，構造物全体系の弾性周期に対し
て，初期剛性をより小さな値で表現する。その結
果，微小な地震動が作用した場合の地震応答の再
現性が低くなる（図 1中の［1］）。

（2）　 同じく第 1勾配区間が直線で表現されるため，
降伏点に至るまでの区間の荷重―変位関係の詳
細な変化を考慮できない。その結果，中小規模の
地震動が作用した場合の地震応答の再現性が低
くなる可能性がある（図 1中の［2］）。

（3）　 降伏点以降については，荷重―変位関係のある程
度の再現性が担保されているものの，より適合度
を高める余地は残されている。つまり，大規模地
震時の地震応答についても再現性を向上できる
可能性がある（図 1中の［3］）。

　なお，従来法の履歴曲線は Cloughモデル6）（β＝0.2）
とする。

2. 2　提案法の概要
　中小規模の地震についても適切な地震応答値を算出す
るために，2.1節で述べた 3点を改善可能な骨格曲線の
設定方法を提案する。提案法の等価 1自由度モデルで
は，2つのばね（図 2のばね 1，ばね 2）を組み合わせ
て用いることにより，構造物全体系の荷重―変位関係を
より適切に表現することを目指す。
　具体的には，ばね 1をトリリニア型とすることで，降
伏点以降の荷重―変位関係の適合度を向上させる。ばね
2を楕円形状の関数で表現することで，降伏点以前の荷
重―変位関係の適合度を向上させる。両者を組み合わせ
ることで，初期剛性～強非線形領域において，従来のバ
イリニア型よりも荷重―変位関係により適合させた上で
の地震時挙動評価を可能とする。ばね 1，ばね 2の具体
的な設定方法を以降に示す。
2. 1. 1　ばね 1：トリリニア型のばね
　詳細モデルの荷重―変位関係に適合するように，トリ
リニアの 2つの折れ点を決定するが，第 1折れ点（震
度 khy）は，部材の初期降伏点とする。第 2折れ点（震
度 khb）は，骨格曲線が各性能（損傷レベル 2，等）の
限界点を通るように設定する。トリリニア型の設定方法
を図 2の上段右に示す。
　履歴曲線については，ばね 1（トリリニア型）は武田
モデル7）とし，除荷時の剛性低下係数 β＝0.4とする。
2. 1. 2　ばね 2：楕円型のばね
　降伏点以前の荷重―変位関係の適合度を向上させるた
めのばねで，楕円型の関数で表現する（図 2の下段左）。
関数は以下の 3つの制約を満足したうえで，荷重―変位
関係とトリリニア型の第 1勾配区間の差を可能な限り
表現するものとする。この時の各パラメータは，最小二
乗法により決定できる。
（1）　骨格曲線が原点を通る。
（2）　 初期周期が全体系の固有値解析から得られる固有

周期と一致する。
（3）　骨格曲線が降伏点を通る。
　本稿においては，設定した楕円型の関数は以下の式 (1)
および (2)のパラメータにより表現する。

 (1)

 (2)

ただし，θは楕円の回転角，δ′，k′hは楕円の回転移動に
関する媒介変数，δcは回転前の楕円中心の変位，khcは
回転前の楕円中心の震度，r，r′は回転前の楕円の長軸
および短軸の長さを規定するパラメータである。
　なお，ばね 2（楕円型）の履歴曲線は，降伏前には骨

∙ cos ∙ sin
∙ sin ∙ cos
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格曲線を動き，降伏点を超える変位を経験すると，それ
以降は機能しなくなるものとする。
2. 1. 3　提案法の骨格曲線（ばね1＋ばね 2）
　ばね 1とばね 2の骨格曲線を組み合わせたものが，
提案法の骨格曲線となる（図 2の下段右）。第 1折れ点
以前の区間に適切な形状の楕円型の関数が付け加えられ
ることで，構造物の荷重―変位関係に見られる曲線部分
が表現可能となる。この骨格を有する等価 1自由度モデ
ルは，初期の固有周期が対象とする構造物と一致する。
また，トリリニア型のばねの導入によって大変位領域に
おいても荷重―変位関係の適合度が向上し，結果として
従来のバイリニアモデルと比較して幅広い変位領域にお
いて構造物の荷重―変位関係をより適切に再現できるよ
うになることが期待される。

3．検討対象構造物の概要，骨格の設定

3. 1　対象構造物の概要
　前章で提案した骨格曲線を用いた地震応答値算定の有

効性を確認するために，具体的な構造物を想定した地震
応答解析を実施する。対象とする構造物は，鉄道構造物
等設計標準・同解説（コンクリート構造物）の照査例8）

に記載された杭基礎 RC橋脚とする。対象とした構造物
の概略寸法を図 3に示すが，柱高さ 8m，杭長 19mであ
り，地盤種別は G3地盤を想定している。なお，解析方
向は線路直角方向とする。

3. 2　解析モデルの構築，振動特性の評価
　解析モデルについて，部材は 2次元の梁要素と質点で
モデル化し，地盤はばねでモデル化することとした（図
4）。具体的には，橋脚く体および杭部材は C点，Y点
およびM点1）を折れ点とするトリリニア型の曲げモー
メント―曲率関係で設定した。なお，解析の安定のため
にM点以降に負勾配区間は設定していない。地盤ばね
は，水平ばね，周面摩擦ばね，先端ばねの 3種類を考え，
非線形特性は既往の設定方法9）に基づいて設定した。固
有値解析を行う際の減衰は部材に 3%，地盤ばねに 10%
を付与してひずみエネルギー比例減衰法により各モード

図2　提案法の骨格曲線設定方法
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減衰を算定した。
　まず，固有値解析の結果を表 1に示す。これより 1
次モードは約 2.1Hz，2次モードは約 10.0Hzであり，1
次モードと 2次モードを合わせた有効質量は全体の約
98.8%となることが確認できる。このため，動的解析を
行う際の減衰定数については，表 1に示す固有値解析に
よる 1次，2次のモード減衰に適合するような Rayleigh
減衰を設定した。
　続いて，プッシュオーバー解析を実施し，橋脚天端位
置の荷重―変位関係を評価した。その結果を図 5に示
す。対象構造物は変位 9.5cmで柱基部が最初に降伏した。

3. 3　等価 1自由度モデルの構築
　3.2節で評価した詳細な解析モデル（以降，詳細モデ
ル）を用いた固有値解析結果，プッシュオーバー解析結
果から，等価 1自由度モデルの骨格曲線を設定する。こ
の時には比較のため従来型のバイリニアモデルによる非
線形特性3）の設定も行った。最終的に設定したパラメー
タを表 2（従来法），表 3（提案法）に，これにより得
られる骨格曲線を図 6に示す。なお，提案法のパラメー
タは，2.1.2項に示した条件を満足させつつ，次式に示
すような詳細法との誤差の二乗和 Erが最小となるよう
に最適化計算を行うことにより設定した。

 (3)= { ℎ( ) − ℎ0( )}2
ℎ

0

図3　検討対象構造物6）

図4　解析モデル図

表1　固有値解析結果

表2　従来法の骨格曲線のパラメータ

表3　提案法の骨格曲線のパラメータ

図5　プッシュオーバー解析結果
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ただし，kh(δ)は提案法の等価 1自由度モデルにおける
変位 δの時の震度，kh0(δ)は多自由度モデルを用いたプッ
シュオーバー解析から得られる荷重―変位関係における
変位 δの時の震度である。
　図 6から，両手法共に降伏点以降の関係は概ね一致し
ている。その一方で，降伏点以前の領域では提案法を用
いることで，詳細モデルの荷重―変位関係の再現性が大
幅に向上していることが確認できる。
　また，減衰定数は固有値解析による 1次のモード減衰
を設定した。

4．動的解析に基づく提案法の有効性の検証

4. 1　動的解析の条件
　入力地震動は，鉄道構造物等設計標準・同解説（耐震
設計）1）の標準 L2地震動スペクトルⅡ（G3地盤）（図 7）
を 10gal～872galまで振幅調整した波形を用いた。

4. 2　入力加速度200gal とした場合の応答
　最大応答変位が降伏変位の前後となる地震動として，
図 7の波形の最大加速度を 200galに調整して非線形動
的解析を実施した。得られた応答加速度と応答変位の時
刻歴，および応答加速度と応答変位の関係を図 8に示す。
　図 8（b）において，詳細モデルと従来法の時刻歴応
答の差異が比較的大きい一方で，提案法による評価結果
は，詳細法を良好に再現していることが確認できる。例
えば時刻 15s付近での応答変位の絶対値に着目すると，

詳細モデルと提案法は約 2cmであるが，従来法では約
10cmである。このような傾向は全体的な時刻で，また
図 8（a）においても見られる。
　また図 8（c）を見ると，従来法は詳細モデルと比較し
て応答加速度―応答変位の関係における傾きが緩やかで
ある。これは，構造物の初期周期（0.469秒）に対して
従来法では等価固有周期（0.919秒）という長めの値を
設定しているためである。その一方で，提案法では初期
周期を詳細モデルと一致させることが可能であるため，
加速度―変位関係の勾配は詳細モデルにより近くなる。
　また今回は骨格の設定方法について主に着目している
が，履歴特性については提案法と詳細モデルの間で，多
少の乖離が見られる。これについては今回設定したばね
2の楕円モデルが履歴を描かないような設定としている
ためであるが，これについては例えばMasing則を採用
する等の対応で，より詳細モデルとの適合度が向上する

図6　設定した骨格曲線

図7　入力地震動（振幅調整前） 図8　動的解析結果の比較（Max＝200gal）
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ことも期待され，今後の検討課題であるといえる。
　以上より提案法を用いることで，中小規模地震に相当
する地震動に対して，従来法と比較して詳細モデルによ
り適合した応答値が得られることを確認した。

4. 3　入力レベルを様々に変更した場合の解析結果
　続いて，入力レベルを多様に変化させた場合の考察を
行う。具体的な入力波の振幅レベルとして，最大加速度
250galまでは 10gal刻み，250gal以上は 50gal刻みで，
872gal（振幅調整しない場合の最大加速度）まで地震動
の振幅を逐次調整して非線形動的解析を行い，各入力レ
ベルに対する最大応答変位を算出した。従来法，提案法
の最大応答変位を詳細モデルによる変位で正規化した結
果を図 9に示す。この結果より，今回入力を行ったあら
ゆる最大加速度レベルにおいて，従来法と比較して提案
法の応答変位比が 1により近い結果が得られた。このこ
とから，任意の地震動の入力レベルにおいて，提案法を
用いることで，中小規模地震のみならずあらゆる規模の
地震で応答をより適切に表現できることがわかった。

5．まとめ

　本検討では，等価 1自由度モデルでの非線形動的解析
に用いる骨格曲線について，従来のバイリニア型と比較
して，中小規模地震に対してより適切に地震応答を評価
可能な設定方法（提案法）を提案した。具体的には，ト
リリニア型のばねと楕円型のばねを組み合わせること
で，より実際に近い挙動の再現を試みた。さらに，提案

法を用いて非線形動的解析を実施することで，提案法の
有効性を確認した。試算の結果，提案法を用いることで，
中小規模地震における構造物応答を簡易かつ適切に評価
可能となることを確認した。
　今後，等価 1自由度系の非線形動的解析に用いる骨格
曲線に関する検討を継続的に行い，最終的には設計実務
においてより適切な方法での応答評価の実現を目指す。
　本研究の一部は，国土交通省の鉄道技術開発費補助金
を受けて実施した。
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1．はじめに

　電気鉄道では，電車線とパンタグラフを用いて電力を
車両に供給しており，その集電材料であるトロリ線とす
り板は接触力やしゅう動速度，通電電流によって摩耗す
る。過去の現地調査では，トロリ線とすり板の離線箇所
において通電電流による摩耗が著大になることが報告さ
れている1）。離線箇所ではトロリ線の摩耗が局所的に進
行することもあり，摩耗管理や取替などのメンテナンス
上の課題である。また，集電材料の局所的な摩耗を抑制
するため，摩耗の観点から集電電流の許容値などの設定
が求められている。
　パンタグラフの集電電流許容値については，岩瀬2）が
トロリ線線条の温度上昇に基づいて検討しているが，摩
耗に基づいていないという課題を述べている。通電電流
による摩耗については，河野ら3）4）や織田5）が通電摩耗
実験を行っており，離線時のアーク放電によって摩耗率
が増加することを報告している。ただし，離線時と接触
時の摩耗が混在しており，離線時の局所的摩耗量につい
ては未解明である。アーク放電による摩耗については，
早坂ら6）が実験を行っており，アーク放電発生直前でト
ロリ線とすり板に溶融ブリッジが形成され，アーク放電
発生時に溶融部分が飛散することで摩耗すると報告して
いる。溶融ブリッジの形成については，笹本7）や窪野ら8）

が理論的考察を行っている。ただし，酸化膜などの皮膜
抵抗がない理想的状態におけるものであり，トロリ線や
すり板のような屋外でしゅう動する接点については，皮
膜抵抗も考慮する必要があると考える。

　筆者らはこれまで，通電摩耗試験により集電材料の
ジュール熱による摩耗形態を分類し，トロリ線の著大摩
耗の主要因が溶融ブリッジであると考察している9）。ま
た，ジュール熱に起因する接点温度上昇を解析し，接点
近傍の電位と温度の関係が放物線状になることを明らか
にするとともに，皮膜抵抗を考慮したトロリ線とすり板
の溶融条件を定式化し，ジュール熱に起因する摩耗形態
のマップ化を行っている10）。
　本稿では，通電しゅう動実験において溶融体積を測定
可能なトロリ線を対象とし，離線箇所における溶融体積
の推定手法を提案する。また，硬銅トロリ線と鉄系焼結
合金すり板の組合せで実施した通電しゅう動試験結果と
推定結果の比較によって提案手法を検証する。

2．溶融体積の推定手法

　これまでの研究10）で，図 1に示す 2つの電極からな
る接点に電流 I［A］を通電し，接触電圧 Vc［V］になっ
たときの z軸上の温度 θ［K］と電位 ϕ［V］の関係は，図
2に示す放物線になり，これを電位―温度放物線と呼称
している。本章では，この電位―温度放物線を用いて接
点内の温度勾配から溶融範囲を推定し，溶融体積を推定
する手法を提案する。なお，本章で使用する記号をまと
めたものを，表 1に示す。
　図 2の横軸は電位を接触電圧で正規化したものであ
り，同放物線は次式で表される10）。

 (1)

φ-θ理論を用いた集電材料の離線箇所における 
溶融体積推定手法

山下　主税＊　　根本　公紀＊　　小原　拓也＊

Estimation Method of Melting Volume of Current Collecting Materials at Contact Loss Point by using φ-θ Theory

Chikara YAMASHITA　　Koki NEMOTO　　Takuya OHARA

　In order to control electric wear of current collecting materials such as contact wire and contact strip in electric 
railways, it is necessary to understand the relationship between current and melting volume at a contact loss 
point. In this paper, we propose a method for estimating melting volume of contact wire whose film resistance is 
taken into account, based on the φ-θ theory. To verify the proposed method, we carried out wear tests under 
two current conditions to measure melting depth, melting radius, and melting volume. The wear test results 
showed that experimental values of melting volume of the contact wire were in the range where contact 
boundary factor α was estimated from 0.90 to 0.94.
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ここで，Lはローレンツ数（＝2.4×10－8［V2/K2］）であ
る。図 2において，トロリ線とすり板の接触境界を示す
正規化電位 αは，全接触抵抗に占めるすり板側の抵抗の
割合に等しく，次式で表される10）。

 (2)

ここで，ϕcは接触境界における電位［V］，ρ1，ρ2は電
気抵抗率［Ω・m］，ρd1，ρd2は皮膜の電気抵抗率［Ω・m］，
d1，d2は皮膜厚さ［m］である。なお，各定数の添え字
である 1はトロリ線，2はすり板を示すものとする。a

は溶融開始時の接点半径［m］とし，文献 11より次式
で表される。

表１　溶融体積推定に用いるパラメータ一覧

図２　電位―温度放物線10）

図１　トロリ線とすり板の接点温度解析モデル10）
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 (3)

ここで，Iは電流［A］，λ1，λ2はトロリ線およびすり
板の熱伝導率［W/（m・K）］である。
　アーク放電の発生，すなわち接点の沸騰で溶融ブリッ
ジが飛散する時，電位―温度放物線の最高温度は材料の
沸点と一致する。そこで，アーク放電時の接触電圧は
ϕ-θ理論12）より求めることができる。

 (4)

ここで，Tbは最高温度が発生する電極の沸点［K］であ
る。電位―温度放物線がトロリ線やすり板の融点を超え
る正規化電位を β1，β2とすれば，αと βの範囲が各電極
の溶融範囲と考えることができる。なお，β1，β2は式 (1)
にトロリ線やすり板の融点 Tm1，Tm2［K］を代入するこ
とで求めることができる。

 (5)

 (6)

　次に，接触境界から溶融範囲までの距離である溶融深
さを求める。図 3のように溶融範囲が等電位面に沿う場
合を仮定する。αから β1，β2までの電気抵抗 Rm1，Rm2［Ω］
は，Holm12）の報告より次式で表される。

 (7)

 (8)

ここで，h1，h2は接触境界からの溶融深さ［m］である。
電極内では電流 Iが不変であるため，αから β1，β2まで
の正規化電位は，式 (7)，式 (8)を全体の抵抗接触抵抗
R［Ω］で除したもので表すことができる。そこで，β1，
β2を以下の式で表し，h1，h2の式に変換することで溶融
深さを求めることができる。

 

 (9)

 

 (10)

　接点半径と溶融半径は異なり，電極内部の等温面が回
転楕円体であることから，溶融半径 r1，r2［m］は次式
で表される。

 (11)

 (12)

　以上より，1つの接点に電流が流れた場合の，トロリ
線およびすり板の溶融範囲を半楕円球体とみなし，その
体積 V1，V2［m3］を次式で求めることができる。

 (13)

 (14)

　式 (9)～式 (12)に示す通り，溶融半径 r［m］や溶融深
さ h［m］は接点半径 a［m］の関数であり，接点半径は
式 (3)より電流 I［A］の関数となっている。したがって，
式 (13)，式 (14)の溶融体積 V［m3］は電流 I［A］の 3乗
に比例する関数となっている。

図３　接触境界近傍の集中抵抗
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3．実験による検証

3. 1　実験装置と実験条件
　本稿で提案した手法は，トロリ線とすり板が離線する
際，すなわちトロリ線とすり板の接点同士が開離する際
の溶融体積を求めるものである。この手法の検証に用い
る装置は，図 4に示す高速集電材摩耗試験機とした。本
装置は実物トロリ線を回転円盤に設置し，すり板を押し
付けて通電しゅう動させるものである。ここで，回転円

盤内のトロリ線設置直径は 2mであり，円周は約 6.3m
である。溶融体積の推定手法は定常状態で用いられる
ϕ-θ理論を活用しているため，検証試験はできるだけ低
速でしゅう動させることが求められる。本装置は過去の
摩耗試験に用いた直動摩耗試験機9）よりも接触力の変動
が大きく，低速でしゅう動させても離線によるアーク放
電が頻発するため，推定手法の検証試験として適当と考
えた。また，本装置は直動摩耗試験機よりも通電電流を
大きく設定可能であり，本研究の目的である許容電流値
の策定に資する大電流条件における結果が得られる。
　表 2に試験に供する硬銅トロリ線および鉄系焼結合
金すり板試験片の物性値を示す。なお，沸点については
両者の母材である銅と鉄の沸点11）を記載した。また，
表 3に試験条件を示す。すり板の片当たりを防ぐため
300km/hでなじみ試験を行った後，トロリ線表面の移着
物を除去するためトロリ線表面を切削してから本試験を
行った。接触力はパンタグラフ押付力に近い 50N，しゅ
う動速度は試験機で設定可能な最も低い速度である
5km/h，通電電流は 100Aと 200Aとした。ここで，通
電電流が 100A以下では，溶融痕が小さくなり，試験片
の取外しが困難な高速摩耗試験機では溶融痕の測定が困
難と判断し，100A以上の条件とした。発生した溶融痕
を保存し測定するため，試験開始後にアーク放電が数回
確認できた時点で試験を終了し，すり板の接触力を除荷
した。トロリ線の溶融痕は概ね保存できたが，すり板は
同じ箇所でしゅう動を続けたため，溶融痕は保存できな
かった。そこで，トロリ線の溶融痕について深さや半径
を測定した。
　試験後のトロリ線しゅう動面を確認し，各溶融痕につ
いて粗さ計（ミツトヨ製　SJ-310（0.75mNタイプ））
を用いて測定距離 5mmのプロファイルを数回測定し
た。しゅう動面のプロファイル拡大例を図 5に示す。溶
融痕と考えられる箇所周辺のしゅう動面を基準値とし，
溶融痕凹部の最大深さを測定した。溶融痕は電極内の等
温面に沿って回転楕円体状となると考えられるため，数
回測定した内の最大値を溶融深さとした。また，溶融痕
を光学顕微鏡（キーエンス製　VHX-100　175倍レン
ズ）で撮影し，溶融半径を計測した。光学顕微鏡の溶融
痕写真例を図 6に示す。溶融痕の周囲に飛散した溶融物
やしゅう動痕によって完全な円形でない場合もあるが，
ここでは明確な凹部外周の 3点に円をフィッティング
させることで半径を算出した。測定した溶融半径と溶融
深さを式 (13)に代入することで，実験におけるトロリ
線の溶融体積を算出した。

3. 2　実験結果
　図 7に通電電流に対する溶融深さの推定値と実測値
の比較を示す。鉄系焼結合金すり板を使用する新幹線の

図４　高速集電材摩耗試験機概要

表２　試験片特性

図５　溶融痕近傍のプロファイル例

表３　試験条件
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集電電流は 300A程度であるため，推定値は電流 300A
まで算出した。なお，推定に用いた式 (4)の沸点 Tbは，
すり板の沸点を使用した。これは，硬銅と鉄系焼結合金
の組合せの場合，すり板の電気抵抗率がトロリ線よりも
大きく，図 2に示した電位―温度放物線における接触境
界の正規化電位 αが 0.5以上になり，最高温度がすり板
側となるためである。
　図 7において，αの値が減少するほど溶融深さの推定
値は増加する傾向にあり，実測値は αが 0.90から 0.94
の推定範囲に点在した。ここで，式 (2)と表 2より，接
触表面に被膜が形成されていない場合，すなわち被膜抵
抗を考慮しない場合，硬銅トロリ線と鉄系焼結合金すり
板の組合せでは αが 0.96となる。材料の電気抵抗率が
小さくなることは考えにくいため，αが 0.96よりも小
さくなることは，式 (2)の分母が大きくなること，すな
わちトロリ線の皮膜抵抗が増加した状態を示す。なお，
αが 0.96の場合，推定溶融深さは負の値となる。これは，
図 2の電位―温度放物線において，トロリ線の融点 Tm1

に相当する電位 β1よりも αが大きく，トロリ線接点の
温度が融点以下となるためであり，離線時も溶融しない
ことを意味する。
　図 8に通電電流に対する溶融半径の推定値と実測値
の比較を示す。溶融半径に及ぼす αの影響は溶融深さほ
どではないが，αの値が減少するほど溶融半径の推定値
は増加する傾向にあった。実測値は推定した範囲から外
れるものもあるが，電流の増加に対する溶融半径の増加
傾向や値のオーダーは概ね整合したと考える。なお，図
7では溶融深さの実測値は αが 0.90から 0.94までの推
定値に点在したが，図 8では溶融半径の実測値は αが
0.84以下と，推定値よりも大きい場合があった。これは，
実験においてトロリ線の溶融部分の全てが飛散するとは
限らないためと考えられ，早坂ら6）は離線時に溶融部分
の 1/5～1/100が飛散するという報告をしている。式 (11)
～式 (14)から溶融半径も溶融深さの関数と考えると，

大まかに溶融体積は溶融深さの 3乗に比例すると考え
られ，その場合は実際の溶融深さの 1/2～1/5が凹部深
さとなると考えられる。図 7において真の溶融深さが実
測値の約 2倍とすれば αが 0.84以下となる場合もあり，
図 8の傾向に近づくと考える。
　図 9に通電電流に対する溶融体積の推定値と実測値
の比較を示す。2章で述べた通り，通電電流と推定溶融
体積の関係は直線的にはならず，溶融体積は通電電流の
3乗に比例する。また，αの値が減少するほど溶融体積
の推定値は増加する傾向にあり，実測値は αが 0.84か
ら 0.94までの推定値の範囲に点在した。ただし，前述
した通り，実験において溶融した部分が全て飛散したと
は限らず，実際の溶融体積は実測値よりも大きいことは
充分に考えられる。そのため，トロリ線の摩耗を考える
場合は，残存する溶融部分が軟化していることなどを考
慮する必要があると考える。
　今回の実験では，しゅう動中の皮膜抵抗を測定するこ
とはできなかったため，αの妥当性を検証することはで
きなかった。ただし，トロリ線表面を切削した直後の実
験であるため，トロリ線表面に大きな皮膜抵抗が存在し

図６　溶融痕近傍の光学顕微鏡画像例 図７　溶融深さの推定値と実測値の比較

図８　溶融半径の推定値と実測値の比較
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たとは考えにくく，αが被膜を考慮しない 0.96に近い
値であったことは実情に整合するものと考える。
　集電材料の離線時における溶融体積を定式化し，同じ
オーダーで推定できる可能性を示したことは有益であ
る。一方で，本稿で提案した溶融体積の推定手法は ϕ-θ

理論を用いているため，低速しゅう動の準定常状態にお
いてのみ成立するものである。そのため，高速で走行す
る電気鉄道における溶融体積を推定するためには，非定
常状態における温度上昇を一般化する必要があると考え
る。今後，しゅう動速度によらず，集電材料のジュール
熱に対する溶融体積を推定することで，走行条件に対す
る摩耗の予測や，集電電流に応じた離線率の許容値など，
保全に関わる根拠の検討に活用できると考えられる。ま
た，パンタグラフの電流許容値などの設計に関わる検討
にも活用できると考えられる。

4．おわりに

　集電材料であるトロリ線やすり板の離線箇所における
溶融体積を推定するべく，接点近傍の電位と温度の関係
に着目し，皮膜抵抗を考慮した溶融体積推定式を提案し
た。また，通電しゅう動試験機を用いて，通電電流に応
じた溶融体積を測定し，推定手法の精度検証を行った。
以下に主な成果を述べる。
（1） 接点近傍の定式化された電位―温度放物線より，

材料の融点に達する電位と接触境界を示す電位で
囲まれた範囲を溶融範囲とし，接点が沸騰する際
の溶融深さおよび半径を推定することで，溶融体
積を推定する手法を提案した。

（2） 推定上，溶融深さや溶融半径は通電電流に比例し，
溶融体積は通電電流の 3乗に比例する。また，電
位―温度放物線の接触境界を示す正規化電位 αが

減少するほど，トロリ線の溶融体積は増加する。
（3） 通電しゅう動試験の結果，トロリ線の溶融体積実

測値は αが 0.84から 0.94で推定した範囲に点在
していた。実験では溶融した体積が全て飛散した
とは限らず，実際の溶融体積は実測値よりも大き
いと考えられるが，電流に対する増加傾向やオー
ダーは概ね整合した。

（本稿は文献13）をもとに内容を加筆・修正したもので
ある。）
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1．はじめに

　構造物の耐震設計では，地震時に強い非線形性を示す
表層地盤の変形特性を精緻にモデル化し，構造物に作用
する慣性力と地盤変位を適切に設定する必要がある。そ
のため，鉄道構造物等設計標準・同解説 耐震設計（以降，
耐震標準）1）では，幅広いひずみレベルの土の変形特性
を精緻にモデル化可能な GHE-Sモデル2）を適用した逐
次非線形動的解析（以降，動的解析）の実施が推奨され
ている。ここで使用する GHE-Sモデルのパラメータは，
室内地盤材料試験から得られる土の変形特性にフィッ
ティングするように設定することになる。この時，フィッ
ティング対象となる土の変形特性としては，せん断剛性
率 Gとせん断ひずみ γの関係（G～γ関係）と履歴減衰 h

とせん断ひずみ γの関係（h～γ関係）を用いるのが一般
的であり，試験においてこの関係を適切に求めることが
重要となる。しかしながら，G～γ，h～γ関係を求めるた
めに実施されてきた従来の室内地盤材料試験法にはいく
つかの問題があることが分かってきており，筆者らは精
緻な動的解析を実施可能な室内地盤材料試験法（以降，
RTRI法）を提案している3）。一方で，適切な変形特性を
試験から求めたられた場合でも，パラメータフィッティ
ングは解析者が試行錯誤的に実施するのが一般的である
ため解析者によってばらつきが生じ，その後の地盤の動
的解析や構造物の耐震設計に影響を及ぼす恐れがある。

　本稿では，RTRI法から求めた変形特性を用い，経験の
異なる 3名の解析者が設定するGHE-Sモデルパラメータ
を用いた動的解析結果と，最適化手法により設定されたパ
ラメータを用いた動的解析結果，およびハイブリット地盤
応答試験結果を比較することで，地盤の動的解析における
土の変形特性パラメータ設定の影響について検討を行った。

2．GHE-S モデルについて

　室内地盤材料試験法により土の変形特性を求める際，
図 1に示すように幅広いひずみレベルで非排水繰り返し
せん断を行い，各ひずみレベルでのせん断応力 τとせん
断ひずみ γ関係（以降，τ～γ関係）の割線剛性とループ
の面積からせん断剛性 G（一般的には試験時の最大せん
断剛性 Gmaxで除した G/Gmaxを使用）と履歴減衰 hを求
める。一般的に τ～γ関係は紡錘型を示し，せん断ひずみ
の増大に伴いせん断剛性は低下，履歴減衰は増加するが，
せん断ひずみが 0.1～1%を超えた辺りから間隙水圧が負
圧になることから逆 S字型へ変化し，せん断剛性は増加，
履歴減衰は減少へと転ずるサイクリックモビリティとい
う現象が現れる。これを表現できる非線形モデルとして
GHE-Sモデルが提案されている2）。GHE-Sモデルは骨格
曲線に GHEモデル（General Hyperbolic Equation mod-
el, GHE）4）を用い，履歴法則に用いるMasing則の相似
比をせん断ひずみに応じて変化させることで，履歴曲線
を逆 S字型として，履歴減衰の減少を表現できるように
改良されたものである。ただし，履歴減衰の減少は表現
できるものの，拘束圧の増加によるせん断強度 τfの増加

表層地盤の動的解析における土の変形特性パラメータ設定の影響
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自体は考慮出来ないため，サイクリックモビリティによ
るせん断応力の増大は考慮できないことに注意を要する。
　GHE-S骨格曲線モデルを式 (1)，式 (2)に示す。

 (1)

 (1-1)

 (1-2)

 (2)

ここで，x＝γ/γr：正規化ひずみ，y＝τ/τf：正規化せん断応力，
γr＝τf  /G0：基準ひずみ，G0：初期せん断剛性（≒Gmax），
τf：せん断強度，h：減衰定数，hmax：最大減衰定数である。
なお，G0は PS検層等から推定される現地盤の初期せん
断剛性，Gmaxは室内土質試験から得られる最大せん断剛
性として区別する。図 2に G ⁄ G0～τ ⁄ τf軸上での変形特
性試験結果とGHE-Sモデルパラメータの関係を示す。式
(1)，式 (2)に示すように，GHE-Sモデルでは骨格曲線と
して C1（0），C2（0），C1（∞），C2（∞），C1（1），C2（1）の 6つ，
履歴減衰として hmax，κの 2つの計 8つのパラメータを設
定する必要がある。このうち，図 2に示す通りC1（0）と
C2（∞）は 1.0であるため，設定すべきパラメータは 6個
となる。

3．非線形最適化手法によるパラメータの同定

3. 1　最適化手法
　RTRI法から求めた変形特性に適合するようなGHE-S
モデルの骨格曲線に対するパラメータを最適化手法により
推定する。推定には，最適化プログラム SolvOpt5）を使用
した。SolvOptは反復 Shorʼsアルゴリズムに基づいており，
制約あり・制約なし双方の非線形最適化問題に対応して
いる。本稿において最適化手法により求めるべき未知変
数 zは前述した以下の 6つのGHE-Sパラメータである。

 (3)

3. 2　拘束条件（上限値・下限値）の設定
　パラメータの同定において，物理的に意味のない解を
除外するために図 2の関係から各パラメータ間に式 (4)
のような拘束条件を課した。

 (4)

また，履歴減衰パラメータ hmaxに関しては既往の結果
を参考にして以下のような探索範囲の上限・下限を設定
した。κについては下限値のみ設定し，上限については
解析結果への影響が小さいことから特に設定していない。

 (5)

3. 3　目的関数（残差）の設定
　GHE-Sモデルと変形特性試験の残差の 2乗和を最適
化する目的関数として式 (6)のように設定した。

 (6)
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図1　土の変形特性の概念図

図2　GHE-S モデルパラメータの概要

鉃道総研報告　Vol.38,  No.7,  202430



 (6-1)

 (6-2)

 (6-3)

 (6-4)

ここで，図 3に示すように E1は τ/τf～ γ/γr関係，E2は
G/G0～τ/τf関係，E3は G/G0～γ/γr関係および E4は h～γ/γr

関係の残差にそれぞれ対応し，GHE-Sモデルのパラメー
タを設定する際に解析者がフィッティングに用いている
関係である。添え字〝cal〟は GHE-Sモデルから算定し
た値，“test” は変形特性試験から得られた値である。Nc

は要素試験データ数である。なお，履歴減衰 hが低下す
る点以降はフィッティング計算から除外した（図 3（4））。
　E1（式 (6-1)，図 3（1））はせん断強度に対するせん断
応力（y＝τ/τf）の残差を表している。正規化せん断ひず
み xが概ね 10－1を超えるまではせん断応力も小さいた
め，それに応じて残差（試験値と計算値との乖離）も小
さいが，正規化せん断ひずみ xが 10－1を超えると正規
化せん断応力 yは急激に増加する。そのため，仮にパラ
メータが不適切であれば 10－1＜xの大ひずみ領域におけ
る残差が顕著となる。このことから，E1は大ひずみ領
域に重きがおかれた残差評価式であるといえる。
　E3（式 (6-3)，図 3（3））はせん断剛性率（y/x＝G/G0）
の残差を評価している式である。ひずみが増加するにつ
れてせん断剛性が急激に低下するため，仮にパラメータ
が不適切だった場合でも，大ひずみ領域において E3は
小さな残差として評価される。その結果，式 (6)におけ
る E3の影響度が低下し，大ひずみ領域におけるパラメー
タの推定精度も低下する。このことから，E3は微小ひ
ずみ領域に重きがおかれた残差評価式であるといえる。
　E2（＝E1＋E3）（式 (6-2)，図 3（2））は上記 E1と E3の和
であるが，GHEパラメータの設定の際に利用するG/G0～
τ/τf関係の残差を評価するため設定している。せん断応力
がせん断強度に近づく大ひずみ領域において y（＝τ/τf）は
1に近い値をとるが，同時にせん断剛性率 y/x（＝G/G0）
は低下して 0に近い値をとる。これとは逆に微小ひずみ領
域においてせん断剛性率 y/x（＝G/G0）が 1に近い値をと
る時，y（＝τ/τf）は 0に近い値をとる。このことから E2は
微小ひずみ領域および大ひずみ領域双方におけるパラ

メータの影響を同時に評価できると言える。

3. 4　最適化問題の設定
　式 (4)，式 (5)の拘束条件および式 (6)の目的関数を含
めた本稿における GHE-Sモデルのフィッティングに対
する最適化問題は以下のように定義される。

 (7)

ここで，Pは式 (4)，式 (5)の拘束条件（パラメータの
上限値・下限値）をペナルティー関数として組み込んだ
ものである。rはペナルティー係数で r＝2nとした。n

は本最適化問題における未知数（n＝6）である。
　最適化計算は初期値 z0から開始し，式 (7)が最小にな
るような GHE-Sパラメータ（式 (3)）を反復計算によ
り算出する。なお，最適化計算の初期値 z0には GHE-S
モデルの標準パラメータ6）を設定した。

4．GHE-S パラメータの推定

4. 1　検討に用いたデータ
　変形特性は，RTRI法を表 1の豊浦砂，珪砂 6号，珪
砂 8号のそれぞれ相対密度 Dr＝60，80%に対して適用
して取得した。なお，珪砂 6，8号については密度に関
わらずほぼ同等の内部摩擦角が得られている。このデー
タに対して動的解析経験が 10年以上の解析者 A，5年
程度の解析者 B，経験の無い解析者 Cの 3名の解析者
にフィッティングを依頼すると共に，上記の最適化手法
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図3　�骨格曲線および履歴減衰曲線に対する最適化手法
の目的関数の残差の模式図（修正済み）
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を用いたフィッティングも行った。なお，基準ひずみ γr

は式 (8)の関係式を用いて算出した。

 (8)

4. 2　フィッティング結果
　図 4に各試料の図 3に示す関係に対してフィッティ
ングした結果を示す。h/hmax～γ⁄γr関係における hmaxにつ
いては，最適化手法で設定された hmaxで正規化してい
る。以下に各関係に対するフィッティング結果の特徴に
ついて説明する。
（1）τ/τf～γ/γr関係（E1）
　せん断初期のひずみレベルが小さい領域（概ね x＜
2.0の領域）では，解析者 Cが実施した珪砂 6号 Dr＝
60%において試験値との乖離が見られたが，それ以外
の試料については各解析者および最適化手法で大きな違
いは見られず，試験結果を精度良くフィッティング出来
ている。しかしながら，図中に示している試験実施時の
最大せん断ひずみ以降のひずみ領域から，各解析者およ
び最適化手法との間で乖離が見られることが分かる。
（2）G⁄G0～τ/τf関係（E2）
　この関係は τ/τf  -γ/γrと G/G0-γ/γrの影響を受けると考え
られ，後述するように G/G0-γ/γr関係（E3）が解析者に
よらずほぼ同一な結果を得ているため，各フィッティン
グの残差は τ/τf  -γ/γr関係（E1）の残差に左右されると考
えられる。しかし，τ/τf～γ/γr関係（E1）より残差は小さ
いようである。
（3）G⁄G0～γ/γr関係（E3）
　全試料に各解析者および最適化手法による違いは見ら
れず，ほぼ同一のフィッティング結果が得られた。
（4）h/hmax～γ⁄γr関係（E4）
　珪砂 6号 Dr＝80%以外のケースについては大ひずみ
領域で減衰が減少している。解析者 Cはこれを認識で
きておらず，減衰が降下した点も含めてフィッティング
したため大きな差が見られるが，それ以外の解析者は減
少した点を除いて設定しており，最適化手法による
フィッティング結果と概ね同様な結果が得られた。
　図 5は各解析者および最適化手法により得られた

GHE-Sモデルパラメータを用いて式 (6)に基づいて計
算した変形特性試験値との残差の比較である。試料によ
らず，最適化手法が各解析者よりも小さな残差で評価出
来ていることが分かる。図 4のフィッティング状況から
も分かるように解析者ごとにパラメータのばらつきが大
きくなる可能性があり，本稿で提案する残差を尺度とし
た最適化手法を適用することにより，短時間で適切・客
観的なパラメータを人為的ミス無く推定することができ
ると考えられる。

5．ハイブリッド地盤応答試験による精度検証

　4章で示した GHE-Sモデルパラメータの設定精度が
地盤の動的解析に与える影響を確認するため，各解析者
および最適化手法が設定した一連の GHE-Sモデルパラ
メータを用いた動的解析を行った。また，その精度を検
討するため，正解値を与える試験としてハイブリット地
盤応答試験（以降，ハイブリッド試験）3）を実施し，動
的解析結果と比較した。

5. 1　対象地盤
　動的解析およびハイブリッド試験の対象地盤を図 6
に示す。試験対象層の GHE-Sモデルパラメータは図 4
に示したフィッティングにより得られた値を用い，それ
以外の層については標準パラメータ6）を適用した。変形
特性試験は等方拘束圧 σ’＝100（kPa）で実施しており，
ハイブリット試験における試験対象層は等方拘束圧 σ’hyb

＝20（kPa）であるため，初期せん断剛性 G0および初期
せん断弾性波速度 Vsは式 (9)により拘束圧で補正して
用いた。

 (9)

基盤には ρ＝2.0g/cm3，Vs＝400m/s相当の粘性境界を設
置し，耐震標準に示されているスペクトルⅡ地震動（G1
地盤）を入力した。

5. 2　最大値分布の比較
　図 7に各解析者により設定した GHE-Sパラメータ，
および最適化手法が設定した GHE-Sパラメータを用い
た動的解析およびハイブリッド試験の最大値分布を示す。
　加速度深度分布については，すべてのケースで動的解
析結果がハイブリッド試験結果を過小評価している。こ
れはハイブリッド試験の試験対象層では，非排水せん断
に伴う負の過剰間隙水圧の発生，いわゆるサイクリック
モビリティによる急激な剛性増加や強度増加が見られ
る。全応力解析モデルある GHE-Sモデルでは，サイク

max
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 =
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表1　用いた土質試料一覧
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図4　各解析者および最適化手法を用いたフィッティング結果
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リックモビリティによりせん断応力～せん断ひずみ関係
が S字型になる挙動は表現できるもの強度増加は表現
できていないためと考えられる。この点については全応
力解析の限界であるが，非常に短周期の応答となるため，
一般的な固有周期を有する鉄道構造物への影響は小さい
と考えられる7）。
　各図の変位分布に着目すると，各解析者および最適化
手法によるフィッティング結果によらず概ね同程度の値
が得られていることが確認できる。ただし，各図のせん
断応力分布，せん断ひずみ分布を見ると，ハイブリッド
試験と比較してせん断応力は過小評価，せん断ひずみは
過大評価する傾向にあることが分かる。これは，図 4に
示した様にせん断ひずみ 1%程度までの変形特性試験を
用いてパラメータフィッティングをしているのに対し
て，動的解析では 4%以上のひずみが発生しており，大
ひずみ領域の変形特性を十分に評価出来ていないためと
考えられる。レベル 2地震動を想定する場合には，変形
特性試験においてより大ひずみ領域を評価する必要があ
ると言える。
　履歴減衰の設定について，解析者 Cが豊浦砂 Dr＝
80%，珪砂 6号 Dr＝60%，珪砂 8号 Dr＝80%において
履歴減衰低下点もフィットさせるようにフィッティング
していたものの，最大値分布にはその影響は見られず，

他の解析者と同程度の値を示している。履歴減衰の設定
の影響についても，上記と同様に変形特性試験において
より大ひずみ領域を評価し，検討する必要がある。

6．まとめ

　本稿では，地盤の逐次非線形動的解析における土の変
形特性を表す GHE-Sモデルのパラメータに関して，最
適化手法を用いた設定方法について提案した。また，経
験の異なる 3名の解析者が設定した変形特性と最適化
手法で設定した変形特性を比較するとともに，それらを
用いた動的解析を実施し，ハイブリット地盤応答解析試
験結果と比較することで解析精度に与える影響を比較し
た。その結果，以下の知見を得た。
1）最適化手法を用いた変形特性の設定について
　各解析者によって設定された変形特性にはそれぞれば
らつきがみられ，最適化手法により設定された変形特性
の方が小さな残差で試験結果をフィッティング出来るこ
とを確認した。最適化手法を用いることで，人為的エラー
を排除し，常に同じ精度でパラメータ設定を行うことが
でき，有効な手法であると考えられる。
2）変形特性の設定と動的解析の精度について
　解析者および最適化手法を用いて設定したパラメータ
を用いた動的解析による最大値分布を比較した。今回用
いた変形特性試験結果はせん断ひずみ 1%程度までの領
域を評価していたのに対して，動的解析では 4%以上の
せん断ひずみが発生しており，十分に変形特性が評価出
来なかった可能性がある。より大ひずみ領域の試験結果
を用いた同様の検討が必要である。
　今後，大ひずみ領域の土の変形特性を評価可能な試験
法の検討を行うと共に，表層地盤の動的解析における土
の変形特性パラメータ設定の影響を引き続き検討してい
きたい。
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